
   島本町公募型公益活動支援事業補助金交付要綱 

 

（令和 ２ 年 １ 月１６日） 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、島本町公募型公益活動支援事業補助金（以下「補助金」という。）

の交付について、島本町補助金交付規則（昭和４５年島本町規則第４号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （目的） 

第２条 補助金は、様々な地域課題の解決に向け、住民等が自主的かつ自発的に行う

公益的活動に対し、町が補助金を交付することにより、住民参加のまちづくりを推

進することを目的に交付するものとする。 

 （補助対象事業） 

第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、町があ

らかじめ示した課題の解決に資する事業であり、かつ、次の各号のいずれにも該

当するものとする。 

 ⑴ 住民福祉の向上につながる公益性が認められるものであること。 

 ⑵ 事業の対象が主に島本町の住民であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助対象事業

としない。 

 ⑴ 政治活動、宗教活動又は営利活動を目的とする事業 

 ⑵ その他町長が適当でないと認める事業 

 （補助対象団体） 

第４条 補助金の交付対象とする団体（以下「補助対象団体」という。）は、次の各号

のいずれにも該当する団体とする。 

 ⑴ 行政機関が補助対象団体の事務局として関与していないこと。 

 ⑵ 町内に事務所を有すること又は町内で活動を行っていること。 

 ⑶ 構成員の数が５人以上であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する団体は、補助の対象と

しない。 

 ⑴ 政治活動、宗教活動又は営利活動を目的とする団体 

 ⑵ 町から補助、助成、委託、サービス提供等による収入を得ている団体 

 ⑶ 法人格を有する団体（特定非営利活動法人を除く。） 

 ⑷ 島本町暴力団排除条例（平成２６年島本町条例第８号）第２条第１号に規定す

る暴力団及び同条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団

密接関係者をその構成員に含む団体 

 ⑸ その他町長が適当でないと認めた団体 

 （補助対象経費） 

第５条 補助対象経費は、別表１のとおりとする。 

 （補助額及び交付回数） 

第６条 補助額は、補助対象経費の合計額に別表２に定める補助率を乗じて得た額

（その額が同表に定める上限額を超えるときは、当該上限額）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象事業の実施に伴う収入があるときは、補助対

象経費の合計額から、当該事業の実施に伴い発生する収入の額を減じた額と前項の

規定により算出した額とを比較して、いずれか少ない額（その額が別表２に定める



上限額を超えるときは、当該上限額）を補助額とする。 

３ 前２項の規定による補助額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り

捨てる。 

４ 補助対象事業を実施する補助対象団体が２以上ある場合は、申込みがあった年度

の予算額を限度として、第９条第４項に規定する結果が上位であった事業から優先

して補助金を交付するものとする。 

５ 補助金の交付回数は、１補助対象団体の実施する同一の補助対象事業につき、３

回を限度とする。 

６ 同一年度における１補助対象団体に対する補助金の交付回数は、１回を限度とす

る。 

 （補助対象事業の公募） 

第７条 補助対象事業は、期間を定めて募集し、選考の上、決定するものとする。 

２ 前項の規定による募集を行うときは、その要項を定め、これを公表するものとす

る。 

 （申込手続等） 

第８条 補助対象事業として選定を受けようとする団体は、島本町公募型公益活動支

援事業審査申込書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して申し込むものとする。 

⑴ 団体概要調書（様式第２号） 

⑵ 実施を予定している事業（以下「実施予定事業」という。）の事業計画書（様式

第３号） 

⑶ 実施予定事業の収支予算書（様式第４号） 

⑷ 団体の定款、規約、会則等の写し 

⑸ 前年度の活動実績がある場合にあっては、その決算書 

⑹ その他町長が必要と認めるもの 

 （実施予定事業の審査） 

第９条 町長は、前条の規定による申込みがあったときは、島本町公募型公益活動支

援事業審査会（以下「審査会」という。）において審査するものとする。 

２ 審査は、書類及び企画提案発表について、行うものとする。ただし、交付申請の

額が５０，０００円以下である事業については、町長が特に必要と認める場合を除

き、書類による審査とする。 

３ 審査会は、実施予定事業の公益性、実現可能性、自立発展性、地域貢献性、企画

提案発表内容及び先駆性について、評価基準に基づき採点する。 

４ 審査会は、前項の規定による採点の集計結果を基に、補助対象事業を選定する。 

 （審査結果の通知） 

第１０条 町長は、前条の規定による審査の結果を、島本町公募型公益活動支援事業

審査結果通知書（様式第５号）により申込みをした団体に通知するものとする。 

 （選定の辞退の申出） 

第１１条 前条の規定による通知を受けた団体（以下「事業採択団体」という。）は、

事情によりその補助対象事業を実施しないこととしたときは、その理由を記載した

書面を町長に提出し、速やかに選定の辞退を申し出なければならない。 

 （補助金交付の申請） 

第１２条 事業採択団体は、規則第３条第１項の規定により同項の補助金交付申請書

を町長に提出するものとする。この場合において、同項の補助年度事業計画書及び

当該年度収支予算書の提出は、省略することができる。 



 （補助金交付の決定） 

第１３条 町長は、前条の規定による提出を受けたときは、規則第４条の規定により

補助金交付の決定をするものとする。ただし、第９条の規定による審査の結果、必

要と認めるときは、第６条に規定する補助金の交付額を減じた上で決定することが

できる。 

 （実績報告） 

第１４条 補助金の交付の決定を受けた事業採択団体は、その補助対象事業の完了後、

島本町公募型公益活動支援事業実績報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添え

て、町長に報告しなければならない。 

 ⑴ 事業報告書（様式第７号） 

 ⑵ 収支決算書（様式第８号） 

 ⑶ その他町長が必要と認める書類 

 （補助金交付の時期） 

第１５条 町長は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容を審査した上、

適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、島本町公募型公益活動支援

事業補助金確定通知書（様式第９号）により申請者に通知するものとする。 

２ 前項の規定による通知を受けた申請者は、島本町公募型公益活動支援事業補助金

交付請求書（様式第１０号）を町長に提出し、補助金の交付を受けるものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、町長が必要と認めるものについては、補助金の交付決

定後、島本町公募型公益活動支援事業補助金概算払請求書（様式第１１号）により、

概算払の請求をすることができる。 

 （補助金の取消し及び返還） 

第１６条 町長は、補助金の交付を受けた申請者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金

の全部若しくは一部を返還させることができる。 

 ⑴ この要綱の規定に違反したとき。 

 ⑵ 虚偽その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

 ⑶ 補助金を目的外又は不当に使用したと認められるとき。 

 ⑷ 補助金の全部又は一部を使用しなかったとき。 

 ⑸ 町長の承認を受けずに事業を変更し、又は中止したとき。 

 ⑹ 補助金の交付の条件に違反したとき。 

 ⑺ 前条の指示又は検査に従わなかったとき。 

 （情報の公開） 

第１７条 団体から提出された書類等は、島本町情報公開条例（昭和５８年島本町条

例第２４号）第５条第１項各号のいずれかに該当する情報を除き、公表するものと

する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和２年１月１６日から施行する。 

 （島本町にぎわい創造事業補助金交付要綱の廃止） 

２ 島本町にぎわい創造事業補助金交付要綱は、廃止する。 

 （島本町にぎわい創造事業補助金交付要綱の廃止に伴う経過措置） 

３ この要綱の施行の日前における廃止前の島本町にぎわい創造事業補助金交付要

綱（以下、「旧要綱」という。）第１１条により補助金の交付を受けたものに係る取



扱いについては、なお従前の例による。 

４ 旧要綱により補助金交付の決定を受けた事業で、同一団体・同一内容の事業の２

回目、３回目に係る補助金の申込みを行う場合の上限額については、この要綱の別

表２に定めた２回目、３回目の上限額を適用するものとする。 

 

別表１（第５条関係） 

補助対象経費 

補助対象経費は、補助対象事業を実施するために必要な経費の

うち、次に掲げる経費とする。 

⑴ 報償費 講師謝礼等 

⑵ 旅費 講師の交通費等 

⑶ 消耗品費 事務用消耗品費等 

⑷ 印刷製本費 チラシ及び資料の印刷代等 

⑸ 光熱水費 事業実施に直接必要な光熱水費 

⑹ 通信運搬費 郵便料等 

⑺ 委託料 専門的な知識や技術を要する業務委託料等 

⑻ 使用料 会場の借上費等 

⑼ 賃借料 機材の借上費等 

⑽ 備品購入費 事業に直接使用する資機材等の購入費 

⑾ その他町長が必要と認める経費 

補助対象外 

経 費 

次に掲げる経費は、補助の対象外とする。 

⑴ 団体運営のための経常的経費 

⑵ 団体構成員の慰労及び懇親のための活動に係る経費 

⑶ 団体構成員に対する人件費及び謝礼 

⑷ 交際費、慶弔費及び食糧費 

⑸ 補助対象事業の実施に係る直接的経費と認められない経費 

⑹ その他町長が補助対象経費として適当でないと認める経費 

 

別表２（第６条関係） 

補助対象事業の内容 補助率 上限額 

町が特定の行政ニーズに応じたテーマを設

定し、それに対して企画提案する事業 

初年度 

（１回目） 

５分の４ 

２００，０００円 

２年目 

（２回目） 

５分の３ 

１００，０００円 

３年目 

（３回目） 

２分の１ 

５０，０００円 

 

 

  



様式第１号（第８条関係） 

年  月  日 

 

島本町公募型公益活動支援事業審査申込書 

 

島本町長 様 

 

団 体 名            ㊞ 

所 在 地 

代表者氏名            ㊞ 

 

     年度島本町公募型公益活動支援事業補助金に係る補助対象事業の選定を

受けたいので、島本町公募型公益活動支援事業補助金交付要綱第８条の規定により、

下記のとおり申し込みます。 

 また、提出した書類は、同要綱第１７条の規定により公表されることに同意します。 

 なお、申込みに当たり、当団体及び当団体の構成員は、島本町暴力団排除条例第２

条に規定する暴力団、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当しないことを誓約します。

必要がある場合には、島本町が求める必要な情報及び資料（役員名簿等）を速やかに

提出するとともに、島本町において当該情報等を大阪府警察本部又は高槻警察署に提

供し、意見を聴くことに同意します。 

 

記 

 

テ ー マ  

実施予定事業名  

総 事 業 費 円  

補 助 金 見込 額 円  

申 出 事 項 
（内容を確認した

ら□にチェックし

てください。） 

□島本町公募型公益活動支援事業補助金交付要綱をはじめ、関

係法令を順守します。 

□申込みの内容に虚偽等はありません。また、虚偽等があった

場合、補助金の交付等を取り消されることに不服を申し立て

ません。 
（添付書類）⑴ 団体概要調書 

⑵ 事業計画書 

⑶ 収支予算書 

⑷ 団体の定款、規約、会則等の写し 

⑸ 前年度の活動実績がある場合にあっては、その決算書 

⑹ その他（                           ） 

 

  



様式第２号（第８条関係） 

団体概要調書 

団 体 名 
 

 

事務所所在地 

〒 

 

電話  ＦＡＸ  

代 表 者 氏 名
ふりがな

               （役職名       ） 

 

担当者連絡先 
氏 名
ふりがな

 

 

電話  ＦＡＸ  

設 立 年 月 日 年  月  日 会員数 人(※役員名簿を添付すること) 

団体組織体制 

 

 

 

設 立 目 的 

 

 

 

 

 

 

ホームページ 有・無(URL                        ) 

主な活動内容

と 活 動 実 績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※活動内容がわかるチラシ、パンフレット等ある場合は添付すること。 

過 去 の 補 助 

実 績 
 

 

  



様式第３号（第８条関係） 

事業計画書 

団 体 名 
 

 

選 択 テ ー マ 
 

 

実施予定事業名 
 

 

本事業における 

補助金交付回数 

 

事 業 の 目 的 

 

 

 

 

事 業 の 対 象 者 

 

 

 

 

事 業 の 内 容 
（いつ、だれが、どこ

で、何をするのか具体

的に記載して下さい。） 

 

 

 

 

周知（募集）方法 
 

 

実 施 場 所 
 

 

実施時期・回数 （時期）              （回数） 

参 加 予 定 者 数 

   人（※複数回実施の場合：１回当たり平均   人） 

 

 

事 業 の 効 果 
（特に補助金で実施す

る内容をアピールして

下さい。） 

 

 

 

 

 

今 後 の 展 開 

補助金交付終了後の自立に向けた展望等 

 

 

 

事業の最終目標・到達点等 

 

 

 
※補助対象事業が複数ある場合は、上の表を追加し、事業ごとに状況を記載すること。 

※参加予定者数欄には、可能な範囲で参加者の内訳割合を記載すること。また、複数回実施する場

合は、総数は延べ人数を記載し、１回当たりの平均人数も記載すること。 

  



様式第４号（第８条関係） 

収支予算書 

１ 収入                               （単位：円） 

区分 金額 明細 

町補助金 Ａ  公募型公益活動支援事業補助金 

団体の自己資金 Ｂ   

参加者負担（参加費等） Ｃ   

そ

の

他

収

入 

寄付金   

その他（         ） 
  

その他（         ） 
  

（その他収入・小計）Ｄ   

収入合計 Ｅ （Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）   

２ 支出                               （単位：円） 

区分 金額 明細 

補

助

対

象

経

費 

報償費   

旅費   

消耗品費   

印刷製本費   

光熱水費   

通信運搬費   

委託料   

使用料   

賃借料   

備品購入費   

その他（        ）   

（補助対象経費・小計）Ｆ   

対

象

外

経

費 

   

   

   

   

   

（対象外経費・小計）Ｇ   

支出合計 Ｈ （Ｆ＋Ｇ）   

３ 補助金計算表                            （単位：円） 

区分 金額 備考 

①Ｆの金額に補助率を乗じて得た額

と上限額のうち低い方の金額 

 補助上限額 

回数 補助率 上限額 

1 回目 5 分の 4 20 万円 

2 回目 5 分の 3 10 万円 

3 回目 2 分の 1 5 万円 
 

②Ｆ－Ｄの金額と上限額のうちいず

れか低い方の金額 

 

③補助金交付申請額  
①と②のうちいずれか低い方の金額（千円

未満の端数切捨て）※Ａと同額となる。 

※補助対象事業が複数ある場合は、その他収入、補助対象経費、対象外経費の各明細欄又は別紙に事

業ごとの内訳を記載すること。 

  



様式第５号（第１０条関係） 

 

年  月  日 

 

島本町公募型公益活動支援事業審査結果通知書 

 

 

申請者           様 

 

島本町長   

 

 

 

  年  月  日付けで申込みのありました島本町公募型公益活動支援事業補助

金に係る補助対象事業の選定に係る審査結果について、下記のとおり通知します。 

 

 

記 

 

 

事 業 名  

審 査 結 果  

補助金内定額 円 

 

 

  



様式第６号（第１４条関係） 

 

年  月  日 

 

島本町公募型公益活動支援事業実績報告書 

 

島本町長 様 

 

団 体 名            ㊞ 

所 在 地 

代表者氏名            ㊞ 

 

     年  月  日付け島本町指令（ ）第   号で交付決定のあった補

助事業を完了しましたので、島本町公募型公益活動支援事業補助金交付要綱第１４条

の規定により下記のとおり報告いたします。 

 

記 

 
 

補助金交付決定額          円 

補 助 所 要 額          円 

添 付 資 料 

□ 事業報告書（様式第７号） 

□ 収支決算書（様式第８号） 

□ 事業の実施内容がわかる資料（実施要項、写真等） 

□ 事業の周知方法がわかる資料（広報紙、チラシ、ポスター等） 

□ その他（                        ） 

 

 
  



様式第７号（第１４条関係） 

事業報告書 

団 体 名 
 

 

選 択 テ ー マ 
 

 

実 施 事 業 名 
 

 

本事業における 

補助金交付回数 

 

事 業 の 目 的 

 

 

 

 

事 業 の 対 象 者 

 

 

 

 

事 業 の 内 容 

 

 

 

 

周知（募集）方法 
 

 

実 施 場 所 
 

 

実施時期・回数 （時期）              （回数） 

参 加 者 数 

   人（※複数回実施の場合：１回当たり平均   人） 

 

 

事 業 の 効 果 

 

 

 

 

 

今 後 の 展 開 

補助金交付終了後の自立に向けた展望等 

 

 

 

事業の最終目標・到達点等 

 

 

 
※補助対象事業が複数ある場合は、上の表を追加し、事業ごとに状況を記載すること。 

※参加予定者数欄には、可能な範囲で参加者の内訳割合を記載すること。また、複数回実施する場

合は、総数は延べ人数を記載し、１回当たりの平均人数も記載すること。 

  



様式第８号（第１４条関係） 

収支決算書 

１ 収入                               （単位：円） 

区分 金額 明細 

町補助金 Ａ  公募型公益活動支援事業補助金 

団体の自己資金 Ｂ   

参加者負担（参加費等） Ｃ   

そ

の

他

収

入 

寄付金   

その他（         ） 
  

その他（         ） 
  

（その他収入・小計）Ｄ   

収入合計 Ｅ （Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）   

２ 支出                               （単位：円） 

区分 金額 明細 

補

助

対

象

経

費 

報償費   

旅費   

消耗品費   

印刷製本費   

光熱水費   

通信運搬費   

委託料   

使用料   

賃借料   

備品購入費   

その他（        ）   

（補助対象経費・小計）Ｆ   

対

象

外

経

費 

   

   

   

   

   

（対象外経費・小計）Ｇ   

支出合計 Ｈ （Ｆ＋Ｇ）   

３ 補助金計算表                            （単位：円） 

区分 金額 備考 

①Ｆの金額に補助率を乗じて得た額

と上限額のうち低い方の金額 

 補助上限額 

回数 補助率 上限額 

1 回目 5 分の 4 20 万円 

2 回目 5 分の 3 10 万円 

3 回目 2 分の 1 5 万円 
 

②Ｆ－Ｄの金額と上限額のうちいず

れか低い方の金額 

 

③補助金交付申請額  
①と②のうちいずれか低い方の金額（千円

未満の端数切捨て）※Ａと同額となる。 

※補助対象事業が複数ある場合は、その他収入、補助対象経費、対象外経費の各明細欄又は別紙に事

業ごとの内訳を記載すること。 

  



様式第９号（第１５条関係） 

 

 

島本町公募型公益活動支援事業補助金確定通知書 

 
第     号 

年  月  日 

 

申請者           様 

 

島本町長             ㊞ 

 

     年  月  日付けで実績報告のあった島本町公募型公益活動支援事業

補助金について、次のとおり補助金額を確定しましたので、島本町公募型公益活動支

援事業補助金交付要綱第１５条第１項の規定により通知します。 

補 助 対 象 事 業  

補助金交付決定額                     円 

補助金交付確定額                     円 

交 付 の 条 件  

  



様式第１０号（第１５条関係） 

 

 

島本町公募型公益活動支援事業補助金交付請求書 

 

年  月  日 

 

島本町長 様 

団体名                   

請求者（団体の代表者） 住 所                   

氏 名                 ㊞ 

 

     年  月  日付けで確定通知のあった島本町公募型公益活動支援事業

補助金について、島本町公募型公益活動支援事業補助金交付要綱第１５条第２項の規

定により請求します。 

請 求 金 額 金                    円 

 

 

補助金の振込先 

振 込 先 

金融機関 

銀行・信用金庫 

農協  ・  組合 

預 金 種 別 普通  ・  当座 

口 座 番 号  

支店 口 座 名 義 

（フリガナ） 

 

 

 

 

 

  



様式第１１号（第１５条関係） 

 

 

島本町公募型公益活動支援事業補助金概算払請求書 

 

年  月  日 

 

島本町長 様 

団体名                   

請求者（団体の代表者） 住 所                   

氏 名                 ㊞ 

 

     年  月  日付け島本町指令（ ）第   号で交付決定通知のあった

島本町公募型公益活動支援事業補助金について、島本町公募型公益活動支援事業補助

金交付要綱第１５条第３項の規定により請求します。 

補助金交付決定額 金                    円 

概 算 払 請 求 額 金                    円 

 

 

補助金の振込先 

振 込 先 

金融機関 

銀行・信用金庫 

農協  ・  組合 

預 金 種 別 普通  ・  当座 

口 座 番 号  

支店 口 座 名 義 

（フリガナ） 

 

 

 

 

 


